
令和８年度

主要事業の概要



【　目　次　】

１．災害に強く、安心して暮らせるまちづくり
ページ 事業名 担当 基本方針

4 災害救助事業 総務部防災安全課安心安全まちづくり係 4 － 1

5 消防自動車購入事業 総務部防災安全課安心安全まちづくり係 4 － 1

6 地区防災マップ作成事業 総務部防災安全課安心安全まちづくり係 4 － 1

7 防災事業 総務部防災安全課安心安全まちづくり係 4 － 1

8 自主防災用機械器具設備購入補助事業 総務部防災安全課安心安全まちづくり係 4 － 1

9 市営住宅災害復旧事業費 総務部管財課管財係 8

10 農村地域防災減災事業 経済産業部農林水産課農業政策係 4 － 1

11 県営水利施設整備負担事業 経済産業部農林水産課農業政策係 4 － 1

12 県営ため池整備負担事業 経済産業部農林水産課農業政策係 6 － 1

13 農業用施設災害復旧事業費 経済産業部農林水産課農業政策係 6 － 1

14 道路橋梁災害復旧事業 都市整備部建設課維持管理係 4 － 2

15 河川災害復旧事業 都市整備部建設課維持管理係 4 － 2

16 雨水浸水対策事業 都市整備部下水道課施設係 4 － 2

２．次世代を育む教育環境の整備
17 新設小学校道路整備事業 都市整備部建設課建設係 4 － 2

18 新設小学校環境整備事業（備品・消耗品調達） 教育部学校教育課学務係 1 － 1

19 新設小学校ＩＣＴ環境整備事業 教育部学校教育課みらい教育係 1 － 1

20 学校教育施設長寿命化計画策定事業 教育部教育総務課教育施設係 1 － 1

21 福間小学校整備改修事業 教育部教育総務課教育施設係 1 － 1

22 福間南小学校整備改修事業 教育部教育総務課教育施設係 1 － 1

23 津屋崎中学校整備改修事業 教育部教育総務課教育施設係 1 － 1

24 新設小学校建設事業 教育部新設小学校準備室新設小学校準備係 1 － 1

25 新設小学校開校準備事業 教育部新設小学校準備室新設小学校準備係 1 － 1

３．人も企業も行政も「稼ぐ」まちづくり
26 企業版ふるさとづくり寄附金促進事業 経営企画部経営戦略課企画係 8

27 創業支援事業 経済産業部商工振興課商工振興係 6 － 3

28 商工会補助事業 経済産業部商工振興課商工振興係 6 － 3

29 共働のふるさとづくり寄附金促進事業 経済産業部商工振興課物産振興係 8

４．その他
30 こども誰でも通園制度実施事業 こども家庭部こども課子育て支援係・大和保育所 1 － 2

31 学童保育所整備事業 こども家庭部こども課こどもの国推進係 1 － 2

32 津屋崎地区観光施設整備事業 経済産業部観光振興課観光振興係 7 － 2

33 東福間駅周辺地域団地再生事業 都市整備部都市計画課都市政策係 4 － 2

34 立地適正化計画策定事業 都市整備部都市計画課都市政策係 4 － 2

35 共働推進事業 市民共働部地域コミュニティ課郷づくり支援係 2 － 2

36 環境基本計画策定事業 市民共働部うみがめ課環境づくり係 5 － 1

37 こども未来プロジェクト（福津未来文庫事業） 教育部学校教育課学務係 1 － 1

38 小学校給食費負担軽減事業 教育部学校教育課保健給食係 1 － 1

39 こども未来プロジェクト（TEENチャレンジプロジェクト事業） 教育部学校教育課教育指導係 1 － 3

40 教育総合計画策定事業 教育部教育総務課総務企画係 1 － 3

41 事業実施位置図

45 まちづくり基本構想　７つのテーマ別事業費
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調書の記載内容
調書は事業ごとに記載しています。

事業費の内訳 (単位:千円)
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23

24

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

事業の目的・背景

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

基本
構想

テーマ別目標像

基本方針

分野別計画等

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

●●●事業
大事業 担当

一般会計 （款） （項） （目）

本事業を実施する目的やその背景について記載しています

今年度実施する事業内容や手法について記載しています

複数年実施する事業については全体像を記載しています

事業の成果を図る指標があればその指標を記載しています

「福津市まちづくり基本構想」における分類です

款・項・目：予算書の参照先です

大事業名：予算書に◆印をつけて記載されています

前年度の6月補正後(肉付け後)の予算額です
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事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

使用料及び賃借料 住居借上料 1,913

事業の目的・背景

　被災により住居を失った方などを対象に、災害被害により現に救助を必要とするものとして、災害救助法
（昭和22年法律第118号）に基づき、応急仮設住宅の供与（賃貸型応急住宅）を行うものです。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

569 1,913 0 1,913

　令和6年の台風第10号や令和7年8月の豪雨による被災世帯3世帯に対し、災害救助法による応急仮設住宅の
供与（賃貸型応急住宅）を行っています。
　対象者は、災害により住家が全壊する等で居住する住居がない者であって、自らの資力で住宅を確保でき
ない者で、家賃や共益費などの契約に不可欠なものを負担します。救助期間は最長2年です。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

0 0 0 0

基本
構想

テーマ別目標像 4．安全安心：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 1．災害に強いインフラ整備と地域防災力を強化する

分野別計画等

災害救助費

福津市地域防災計画

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

災害救助事業
大事業 災害救助事業費 担当 総務部防災安全課安心安全まちづくり係

一般会計 （款） 民生費 （項） （目） 災害救助費

-4-



9 1 1

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17
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24

備品購入費 自動車購入費 24,030

事業の目的・背景

　市民の安心安全を実現する福津市消防団は、陸上の11分団に対し、各地域における火災等への対応を担保
するため、計20台の消防自動車（第3・第4分団は各1台、その他分団は各2台）を配備しています。消防車両
は消防団活動を滞りなく行ううえで欠かせないものであり、26年間を目途に車両の更新を行っています。
　消防車両の選定にあたっては、道路交通法（昭和35年法律第105号）の改正に伴い、平成29年3月12日以降
に普通免許を取得した者が車両総重量3.5トン以上の車両を運転できなくなったことから、すべての団員が
運転可能な3.5トン未満の車両への切り替えを令和2年度から進めています。全ての車両を一斉に切り替える
ことは困難なため、概ね1年に1台のペースで更新を計画しています。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

22,880 24,030 0 0

　購入事業の計画では、概ね1年に1台のペースで車両を
更新しています。現在、3.5トン未満の消防車は9台整備
されていますが、残りの11台の消防車についても早急か
つ計画的な更新が必要となっています。
　令和8年度は第2分団の車両1台の更新を行います。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

6,000 18,000 0 30

基本
構想

テーマ別目標像 4．安全安心：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 1．災害に強いインフラ整備と地域防災力を強化する

分野別計画等

消防費

福津市地域防災計画

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

消防自動車購入事業
大事業 消防団活動事業費 担当 総務部防災安全課安心安全まちづくり係

一般会計 （款） 消防費 （項） （目） 非常備消防費

同規格ポンプ自動車
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事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

委託料 防災関係マニュアル作成委託料 2,975

需用費 印刷製本費 130

委託料 配送業務委託料 60

事業の目的・背景

　国は地区防災計画の策定を推進していますが、本市においては地域毎の地区防災マップ等、当該計画の作
成に至っていない状況です。「災害に強く安心して暮らせるまち」を目指し、全ての郷づくり協議会や各自
治会単位で地区防災計画を順次作成し、自助・共助の推進を図っていきます。
　また、住民、行政ならびに関係機関が協力しながら作成することで、災害時だけでなく平時からの連携強
化に繋げます。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

0 3,165 1,487 0

　作成にあたっては、地域住民を交えたグループワークや、まちあるき等の災害リスクコミュニケーション
を実施し、自分達の地域で起こり得る自然災害（ハザード）や老朽家屋、ブロック塀の倒壊といったリスク
を把握することで、地域住民の安心や地域全体の災害対応力向上につなげていきます。
　また、実効性を高めるため、専門家の意見を反映した地区防災計画を、まずは宮司地域において作成し、
作成した計画等は地域住民に配布して活用を促します。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

0 0 0 1,678

基本
構想

テーマ別目標像 4．安全安心：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 1．災害に強いインフラ整備と地域防災力を強化する

分野別計画等

消防費

福津市地域防災計画

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

地区防災マップ作成事業
大事業 災害対策事業費 担当 総務部防災安全課安心安全まちづくり係

一般会計 （款） 消防費 （項） （目） 災害対策費
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9 1 4

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

使用料及び賃借料 電算ソフト使用料 11

報償費 講師謝金 60

役務費 通信運搬費 528

事業の目的・背景

　阪神淡路大震災、東日本大震災や能登半島地震などこれまでに全国各地で災害が起こっています。
　本市においても、日ごろから災害に備える「減災」を含めた防災力を強化するため、防災関連の計画や各
種マニュアルの整備、防災啓発研修や災害訓練の実施、非常時の備蓄品などの購入を行っています。また、
市民への情報伝達手段として、防災行政無線を補完する伝達手段を平時から確保していきます。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

3,133 599

　各郷づくりの地域防災推進委員への予防減災の講座を2回、市職員に対する
防災研修を1回実施します。
　防災行政無線を補完する情報伝達手段として、防災行政無線の放送内容を電
話で聞き取れるテレフォンサービスを実施します。
　また、住民がスマートフォンで「福津防災マップ」などを閲覧できる、防災
情報のサイト集「防災すまっぽん」を運営します。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

599

基本
構想

テーマ別目標像 4．安全安心：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 1．災害に強いインフラ整備と地域防災力を強化する

分野別計画等

消防費

福津市地域防災計画

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

防災事業
大事業 防災事業費 担当 総務部防災安全課安心安全まちづくり係

一般会計 （款） 消防費 （項） （目） 災害対策費
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9 1 2

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

負担金・補助及び交付金 自主防災用機械器具、設備購入補助金 889

事業の目的・背景

　福津市消防施設費補助金交付要綱（平成17年福津市告示第114号）に基づき、消防の用に供する消防施設
を購入し、又は設置しようとする自治会に対し、その費用の一部を補助することで、社会、公共の福祉の増
進ならびに自主防災意識の向上を図ります。
　具体的には、自治会が所有する有線・無線放送などの設備の新設及び更新等にかかる費用の一部を補助し
ています。自治会の放送設備は平時・緊急時問わず欠かせない情報伝達手段であり、防災・減災の観点から
も重要です。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

576 889

　自治会が行う消防施設（機械器具・設備）の新設や取替等に対し、その費用の一部を補助します。補助率
は、有線・無線放送施設が20％以内、消防機器や消防資機材の購入が70％以内です。
　令和8年度は、要望を受けている津丸区、生家区及び福間松原区の3地域を対象に実施します。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

889

基本
構想

テーマ別目標像 4．安全安心：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 1．災害に強いインフラ整備と地域防災力を強化する

分野別計画等

消防費

福津市地域防災計画

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

自主防災用機械器具設備購入補助事業
大事業 消防施設等整備事業費 担当 総務部防災安全課安心安全まちづくり係

一般会計 （款） 消防費 （項） （目） 消防施設費
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事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

工事請負費 法面復旧工事費 25,000

事業の目的・背景

　令和7年8月の大雨により五反田市営住宅の敷地北側の法面が崩落するとともに、法肩に沿って設置してい
たフェンスが倒壊する被害が生じました。
　フェンスを設置していた場所のすぐ内側には幅1ｍ程度の通路があり、主にＤ棟の入居者の一部が往来に
利用していますが、法面の高低差が高いところで6ｍ程度ある場所でもあるため、転落の危険性が生じてい
ます。
　また、法面は従前から崩落を防ぐための土留めを行っておらず、今後の大雨等により崩落範囲が拡大する
可能性があるため、復旧とともに再発防止を行う必要があります。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

0 25,000 11,250 0

　崩落した法面（幅約60m、高さ約6～2m）の復旧工事と倒壊した
フェンス（延長約50m）の設置工事を行います。大雨災害等の再発防
止のため、法面復旧はブロック積みによる土留めを行います。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

0 13,700 0 50

基本
構想

テーマ別目標像 8．まちづくり計画推進にあたっての基本的な考え方

基本方針

分野別計画等

その他公共施設・公用施設災害復旧費

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

市営住宅災害復旧事業
大事業 市営住宅災害復旧事業費 担当 総務部管財課管財係

一般会計 （款） 災害復旧費 （項） （目） その他公共施設・公用施設災害復旧費
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6 1 4

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

委託料 ため池廃止工事実施設計委託料 7,513

委託料 耐震調査委託料 18,662

事業の目的・背景

　農業用ため池の多くは江戸時代以前に築造されたもので、築造から100年以上が経過し、堤体の漏水やひ
び割れ、取水・放流施設の腐食といった機能低下が進行しています。国は、施設の老朽化と激甚化する自然
災害への対策として集中的な防災対策を進めており、福津市内にある93か所の農業用防災重点ため池もその
対象になっています。
　本市においても、令和3年度から市内全ての農業用防災重点ため池について、施設の劣化状況調査・耐震
診断調査を進めています。
　この調査結果を用いて、農業用防災重点ため池の防災工事（老朽化対策、豪雨対策、地震対策）の必要性
を判断し、施設を適正に整備することで地域の防災減災を図ります。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

5,060 26,175 26,175 0

　令和8年度は、9か所の劣化状況調査（令和7年度繰越明許費）及び3か所の耐震診断調査を実施します。な
お、これらの調査を含め、令和8年度末までに劣化状況調査63/93、耐震診断調査15/93を完了します。
　また、令和7年8月の豪雨により被災した本木地区の三築区ため池について、機能廃止に係る令和9年度以
降の工事等の実施に向けた設計業務を、令和8年度に実施します。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

0 0 0 0

基本
構想

テーマ別目標像 4．安全安心：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 1．災害に強いインフラ整備と地域防災力を強化する

分野別計画等

農業費

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

農村地域防災減災事業
大事業 農業用施設整備事業費 担当 経済産業部農林水産課農業政策係

一般会計 （款） 農林水産業費 （項） （目） 農地費
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6 1 4

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

負担金・補助及び交付金 土地改良連合会一般賦課金負担金 7

負担金・補助及び交付金 県営水利施設整備事業負担金 4,250

事業の目的・背景

　農地等が海の満潮水面より低く、降雨時に自然排水が出来ないために冠水被害が発生する津屋崎地区・勝
浦地区では、排水機場を稼働させ雨水を海に強制排水することで、農地等の冠水被害を防いでいます。
　現在の施設は整備後約45年が経過し、経年劣化による不具合が出てきているため、施設の稼働に支障が出
ないよう福岡県が施設の改修・更新を進めています。同事業費の25％を本市が負担することで、事業の進捗
を図ります。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

0 4,257 0 0

　令和8年度は福岡県が測量設計業務を実施することとしており、福津市は地元行政機関として、地元関係
者等との協議・調整を行うとともに、事業費の一部を負担し、事業の進捗を図ります。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

1,200 3,000 0 57

基本
構想

テーマ別目標像 4．安全安心：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 1．災害に強いインフラ整備と地域防災力を強化する

分野別計画等

農業費

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

県営水利施設整備負担事業
大事業 農林水産業用施設維持管理事業費 担当 経済産業部農林水産課農業政策係

一般会計 （款） 農林水産業費 （項） （目） 農地費
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6 1 4

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

負担金・補助及び交付金 土地改良連合会一般賦課金負担金 261

負担金・補助及び交付金 ため池整備県営事業負担金 38,300

事業の目的・背景

　県営ため池整備事業は、ため池の劣化状況調査や耐震診断調査等により必要と判断された農業用ため池に
ついて、防災工事（老朽化対策、地震対策、豪雨対策）を実施し、現在の基準を満たす施設として整備する
ことを目的としています。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

38,558 38,561 0 0

　令和7年度に引き続き令和8年度も、福岡県が尻長下・広光ため池と奥野ため池の2地区3ため池の防災工事
を実施することとなっています。本市は地元行政機関として、地元の関係者等との協議・調整を行うととも
に、事業費の一部を負担し、事業の進捗を図ります。

※市の負担割合
　計画概要書作成費：50％、事業採択後の事業費：20％（緊急を要する事業と国・県が認めた場合15％）

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

3,900 34,400 0 261

基本
構想

テーマ別目標像 6．地域産業：地域の産業が経済を支えるまち

基本方針 1．農水産業分野の収益性を向上させ、担い手を育てる

分野別計画等

農業費

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

県営ため池整備負担事業
大事業 県営ため池整備事業費 担当 経済産業部農林水産課農業政策係

一般会計 （款） 農林水産業費 （項） （目） 農地費
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11 1 1

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

工事請負費 農業用施設災害復旧工事費 1,500

原材料費 農業用水路補修等材料代 2,528

委託料 農道及び農業用水路維持工事委託料 20,400

委託料 災害復旧事業測量設計委託料 500

旅費 普通旅費 22

需用費 事務用品費 4

事業の目的・背景

　自然災害により被災した農業用施設を、その後の営農や市民生活に支障がでないよう復旧します。
　近年、気候変動の影響で災害が激甚化・頻発化している傾向に加え、建設業の働き方改革や人材不足の影
響もあり、災害からの早急な復旧が年々難しくなっています。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

2,023 24,954 0 0

　本市においても、令和7年8月に発生した豪雨災害の復旧途上であり、令和8年度の営農への影響を軽減す
るため、令和7年度に引き続き、被災箇所の早期復旧に向け、事業の進捗を図ります。
　また、国の災害復旧事業認定を得た農業用ため池の復旧については、実施設計業務を進め、早期の工事着
手を目指します。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

0 15,800 0 9,154

基本
構想

テーマ別目標像 6．地域産業：地域の産業が経済を支えるまち

基本方針 1．農水産業分野の収益性を向上させ、担い手を育てる

分野別計画等

農林水産業施設災害復旧費

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

農業用施設災害復旧事業
大事業 農業用施設災害復旧事業費 担当 経済産業部農林水産課農業政策係

一般会計 （款） 災害復旧費 （項） （目） 農業用施設災害復旧費
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11 2 1

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

工事請負費 道路橋梁災害復旧工事費 142,789

原材料費 市道舗装補修等材料代 500

委託料 市道維持工事委託料 5,000

委託料 災害復旧事業測量設計委託料 48,913

旅費 普通旅費 7

需用費 事務用品費 40

事業の目的・背景

　道路橋梁災害復旧の目的は、大雨等の異常な天然現象により被災した道路橋梁を原形またはそれに準ずる
状態に復旧することです。再度災害防止の観点からも、単に元の状態に戻すのではなく、新たにコンクリー
ト積擁壁を設置する等の復旧工法を用い、交通機能の復旧・保持を行います。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

2,547 197,249 78,114 0

令和7年8月の大雨により被災した道路橋梁の復旧を行います。
　・山手線、導本下・大石線、本木・古賀市線、本木川1号橋の復旧工事
　・上記以外の市道等4路線の復旧工事
　・上記以外の市道1路線の設計業務

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

0 115,100 0 4,035

基本
構想

テーマ別目標像 4．安全安心：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 2．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

分野別計画等

公共土木施設災害復旧費

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

道路橋梁災害復旧事業
大事業 道路橋梁災害復旧事業費 担当 都市整備部建設課維持管理係

一般会計 （款） 災害復旧費 （項） （目） 道路橋梁災害復旧費

山手線 本木・古賀市線 導本下・大石線

-14-



11 2 2

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

委託料 災害復旧事業測量設計委託料 500

工事請負費 河川災害復旧工事費 174,185

旅費 普通旅費 7

需用費 事務用品費 40

事業の目的・背景

　河川災害復旧の目的は、大雨等の異常な天然現象により被災した河川を原形またはそれに準ずる状態に復
旧することです。再度災害防止の観点からも、単に元の状態に戻すのではなく、新たにコンクリート積擁壁
を設置する等の復旧工法を用い、河川機能の復旧・保持を行います。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

1,047 174,732 116,755 0

令和7年8月の大雨により被災した河川の復旧を行います。
　・奴山川、須多田川、在自川、桜川の復旧工事

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

0 51,600 0 6,377

基本
構想

テーマ別目標像 4．安全安心：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 2．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

分野別計画等

公共土木施設災害復旧費

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

河川災害復旧事業
大事業 河川災害復旧事業費 担当 都市整備部建設課維持管理係

一般会計 （款） 災害復旧費 （項） （目） 河川災害復旧費

在自川 須多田川
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8 4 3

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

委託料 下水道台帳管理システム保守委託料 24,750

使用料及び賃借料 有料道路使用料 4

役務費 通信運搬費 234

委託料 段階的対策計画策定業務委託料 44,330

需用費 消耗品費 20

需用費 印刷製本費 2,046

旅費 普通旅費 12

旅費 研修旅費 4

事業の目的・背景

　近年、全国的に豪雨による浸水等の被害が発生しており、国から下水道による浸水対策を計画的に進める
ことを目的とする計画策定の推進が通知されている状況です。本市においても、市民の安全・安心を確保す
るため、ハード・ソフトを組み合わせた浸水対策の計画を策定する必要があります。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

9,785 71,400 35,563 0

 令和8年度においては、雨水総合管理計画で定めた浸水対策実施区域を
対象に、段階的対策計画を検討します。検討内容としては、(1)計画降
雨に対するハード面での対策検討、(2)照査降雨に対するハード・ソフ
トを組み合わせた対策の検討、これらの検討結果を基に、財政計画の立
案を行います。
　また、浸水対策に既存の雨水排水施設を活用する等の検討を目的とし
て、令和6年度事業で取得した雨水排水施設の情報を整理し、下水道台
帳に反映します。

・段階的対策計画策定
・下水道台帳雨水施設データ作成
・内水ハザードマップ増刷

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

0 0 0 35,837

基本
構想

テーマ別目標像 4．安全安心：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 2．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

分野別計画等

都市計画費

福津市国土強靭化地域計画

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

雨水浸水対策事業
大事業 雨水浸水対策事業費 担当 都市整備部下水道課施設係

一般会計 （款） 土木費 （項） （目） 公共下水道費
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8 2 4

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

工事請負費 橋梁改良工事費 75,000

委託料 土地鑑定委託料 1,000

委託料 道路測量調査設計委託料 20,000

事業の目的・背景

　宮司小学校（仮称）整備に伴い、小学校への通行・通学動線の整備による安全性の向上、また、同小学校
が防災拠点ともなることから、事前避難や物資輸送等が円滑にできるようアクセス性を確保することを目的
とした事業です。
　新設小学校建設事業等の進捗状況や、地元自治会要望を勘案し、関係機関との連携・調整により、本事業
の推進を図ります。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

21,000 96,000 48,000 0

　宮司小学校（仮称）へのアクセス性の確保、通行に係る安全性の向上、災害時の避難経路分散化による防
災性の向上のため、三辻川5号橋の橋梁架替事業及び宮司50号線の道路拡幅事業を実施します。

【令和8年度実施内容】
　○宮司50号線拡幅設計業務及び拡幅用地鑑定業務
　○三辻川5号橋架替工事

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

4,800 43,200 0 0

基本
構想

テーマ別目標像 4．安全安心：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 2．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

分野別計画等

道路橋梁費

福津市都市計画マスタープラン

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

新設小学校道路整備事業
大事業 道路新設改良事業費 担当 都市整備部建設課建設係

一般会計 （款） 土木費 （項） （目） 道路新設改良費

三辻川5号橋宮司50号線 三辻川5号橋
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10 2 1

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

備品購入費 図書購入費 16,605

備品購入費 教材備品購入費 45,262

備品購入費 衛生医療器具購入費 1,612

備品購入費 工具購入費 775

備品購入費 印刷複写機類購入費 1,826

備品購入費 文房具購入費 1,544

備品購入費 暖冷房器具購入費 1,988

備品購入費 室内調度器具雑品購入費 27,492

備品購入費 椅子購入費 31,549

備品購入費 箱棚類購入費 1,418

需用費 消耗品費 15,726

備品購入費 机購入費 28,041

事業の目的・背景

　過大規模となっている福間小学校と津屋崎小学校、福間中学校の児童・生徒数を緩和し、教育環境を改善
するため、宮司地区に宮司小学校（仮称）を令和9年3月までに整備し、令和9年度以降の宮司小学校（仮
称）の卒業生の進学先を津屋崎中学校とします。
　令和9年4月の開校に向け、備品等の整備を行います。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

0 173,838

　宮司小学校（仮称）の令和9年4月開校に向けて、令和8年度は必要備品等を順次発注・購入・搬入し、開
校準備を整えます。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

173,838

基本
構想

テーマ別目標像 1．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 1．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

分野別計画等

小学校費

福津市新設小学校基本計画

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

新設小学校環境整備事業（備品・消耗品調達）
大事業 小学校学習環境整備事業費 担当 教育部学校教育課学務係

一般会計 （款） 教育費 （項） （目） 学校管理費
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10 2 1

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

備品購入費 視聴覚器具購入費 5,940

委託料 通信ネットワーク整備業務委託料 37,368

委託料 通信ネットワーク機器保守業務委託料 99

事業の目的・背景

　過大規模となっている福間小学校と津屋崎小学校、福間中学校の児童・生徒数を緩和し、教育環境を改善
するため、宮司地区に宮司小学校（仮称）を令和9年3月までに整備し、令和9年度以降の宮司小学校（仮
称）の卒業生の進学先を津屋崎中学校とします。
　国が提唱するGIGAスクール構想に基づき、新学習指導要領に求められる児童・生徒の情報活用能力を育成
するとともに、Society5.0時代を生きるこどもたちに対する教育を支える学習環境を持続的に実現するた
め、ICTを基盤とした先端技術を効果的に活用できる学習環境を新設小学校に整備します。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

0 43,407

　令和9年4月の宮司小学校（仮称）開校に向け、校内学習ＬＡＮを整備し、併せて液晶プロジェクター等Ｉ
ＣＴ機器の整備を行います。

○主な予定
　　令和8年度 　通信ネットワーク整備
　　　　　　　　液晶プロジェクター設置
　　　　　　　　整備後の保守

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

43,407

基本
構想

テーマ別目標像 1．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 1．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

分野別計画等

小学校費

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

新設小学校ＩＣＴ環境整備事業
大事業 小学校学習環境整備事業費 担当 教育部学校教育課みらい教育係

一般会計 （款） 教育費 （項） （目） 学校管理費
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10 1 2

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

委託料 長寿命化計画策定業務委託料 9,281

事業の目的・背景

　近年の子育て世代の転入などによる児童生徒数の増加に伴う学校施設等のインフラ需要に対し、児童生徒
数の推移に対応した校舎の増築、宮司小学校（仮称）の建設などの整備を進めてきています。
　一方で、昭和40年代から50年代にかけて建設し、老朽化が進んでいる建物を含む学校施設全体について、
今後対応していくためには長期的な計画を策定する必要があります。策定後は、学校施設の長寿命化を含め
た大規模改修、改築や減築等を計画的に進めていくことで、学習環境の確保と財政負担の平準化等を図る必
要があります。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

0 9,281

　令和2年3月に作成した「福津市学校施設等長寿命化計画」の成果を基に、これまでの維持修繕や包括管理
を通じて把握した学校施設の状態等を整理し、今後の児童生徒数の推移を見据えた大規模改修（長寿命化を
含む）の必要性や改築、減築等を検討していきながら、長期かつ効率的な計画を策定します。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

9,281

基本
構想

テーマ別目標像 1．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 1．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

分野別計画等

教育総務費

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

学校教育施設長寿命化計画策定事業
大事業 教育方針策定事業費 担当 教育部教育総務課教育施設係

一般会計 （款） 教育費 （項） （目） 事務局費
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10 2 3

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

使用料及び賃借料 学校仮設校舎賃借料 99,438

事業の目的・背景

　福間小学校の児童数増加により教室等が不足するため、過大規模校の緩和に向けた宮司小学校（仮称）
を、令和9年開校を目指し新たに建設しています。その間の教室不足に対応するため、整備した仮設校舎に
より教室不足の解消・学習環境の確保を図ります。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

108,478 99,438

　整備した仮設校舎について、賃借料を支払います。

【仮設校舎概要】
　・構造等　　鉄骨造2階建　延床面積　1,408.84㎡（普通教室7教室　他）
　・契約期間　令和5年10月1日から令和9年3月31日まで
　※契約期間経過後の令和9年4月以降、解体・撤去します。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

99,438

基本
構想

テーマ別目標像 1．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 1．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

分野別計画等

小学校費

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

福間小学校整備改修事業
大事業 小学校校舎施設整備事業費 担当 教育部教育総務課教育施設係

一般会計 （款） 教育費 （項） （目） 学校建設費
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10 2 3

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

使用料及び賃借料 学校校舎賃借料 22,374

工事請負費 小学校改修工事費 56,265

事業の目的・背景

　過大規模校となっている福間南小学校では、教室不足に対してリース校舎による増築を行うことで必要な
教室の確保を図ります。
　また、教室不足への対応に伴い家庭科室が失われており、調理実習等が校内で出来ない状態となっていま
す。併せて、校舎には児童にとって使用頻度の低い和式トイレが残っており、洋式トイレへの改修が必要で
す。これらの改修を行うことで学習環境の改善につなげていきます。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

27,698 78,639 0 0

〇整備したリース校舎について、賃借料を支払います。
　【リース校舎（増築部分）概要】
　　・構造等　　鉄骨造2階建　延床面積　346.06㎡（普通教室4教室）
　　・契約期間　令和5年4月1日から令和10年3月31日まで
　　※契約期間経過後は、福津市に無償譲渡となります。

〇家庭科室の設置及び校舎中央棟及び南棟（8
　か所）に残された和式トイレを洋式化するた
　め、改修工事を行うことで学習環境の改善を
　図ります。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

14,100 42,100 0 22,439

基本
構想

テーマ別目標像 1．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 1．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

分野別計画等

小学校費

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

福間南小学校整備改修事業
大事業 小学校校舎施設整備事業費 担当 教育部教育総務課教育施設係

一般会計 （款） 教育費 （項） （目） 学校建設費
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10 3 3

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

委託料 中学校工事監理委託料 14,285

工事請負費 中学校改修工事費 462,372

事業の目的・背景

　過大規模となっている福間小学校と津屋崎小学校、福間中学校の児童・生徒数を緩和し、学習環境を改善
するため、宮司地区に宮司小学校（仮称）を令和9年3月までに整備し、令和9年度以降、宮司小学校（仮
称）卒業生の進学先を津屋崎中学校とします。
　津屋崎中学校では、生徒数の大幅な増加、及び国が進める中学校35人学級制に対応していくために校舎を
増築し、必要な教室数の確保を図ります。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

49,984 476,657 116,291 0

　新設の宮司小学校（仮称）からの進学が見込まれる令和10年4月に向けて、第一期校舎増築工事を令和8年
度、令和9年度の2か年で行います。
　その後、児童数のピークを見据えて第二期校舎増築工事を令和10年度、令和11年度の2か年で行い、校舎
増築を完了する予定です。
　また、校舎の増築に合わせて、既存校舎においても今後の職員数増加への対応や必要な教室数の確保を図
るため、改修工事を行います。

【工事計画概要】
令和8年度～令和9年度
　・第一期校舎増築工事
　　鉄骨造3階建　延床面積　約2,200㎡
　　（普通教室10教室　他）
令和10年度～令和11年度(予定)
　・第二期校舎増築工事
　　鉄骨造2階建　延床面積　約1,400㎡
　　（普通教室8教室　他）

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

15,100 286,300 0 58,966

基本
構想

テーマ別目標像 1．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 1．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

分野別計画等

中学校費

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

津屋崎中学校整備改修事業
大事業 中学校校舎施設整備事業費 担当 教育部教育総務課教育施設係

一般会計 （款） 教育費 （項） （目） 学校建設費
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10 2 3

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

工事請負費 新設小学校新築工事費 3,525,387

負担金・補助及び交付金 水道加入負担金 2,277

使用料及び賃借料 駐車場使用料 3

工事請負費 新設小学校建設地造成工事費 72,000

委託料 学校用地測量設計委託料 10,000

委託料 新設小学校工事監理委託料 34,722

需用費 事務用品費 21

役務費 給水装置工事設計審査手数料 3

旅費 普通旅費 45

需用費 消耗品費 73

事業の目的・背景

　過大規模となっている福間小学校と津屋崎小学校、福間中学校の児童・生徒数を緩和し、教育環境を改善
するため、宮司地区に宮司小学校（仮称）を令和9年3月までに整備し、令和9年度以降の宮司小学校（仮
称）の卒業生の進学先を津屋崎中学校とします。
　福間小学校と津屋崎小学校の過大規模を緩和するために、宮司地区に分離新設小学校を整備することで、
児童にとってより良い教育環境を提供することを目的としています。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

1,807,975 3,644,531 1,153,971 0

【事業概要】
敷地整備　開発事業面積　約29,000㎡（敷地北側道路整備を含む）
建築整備　鉄筋コンクリート造一部鉄骨造3階建　延床面積約9,600㎡
　　　　　　（校舎部　約8,300㎡、体育館　約1,300㎡）
居室計画　普通教室24教室、特別支援教室10教室　他

【これまでの実施状況】
　令和4年度 　　用地測量・造成設計
　令和5年度 　　用地取得、物件移転補償（一部令和6年度まで）
　令和5年度 　　周辺影響調査（令和6年度まで）
　令和5年度 　　建築基本設計
　令和6年度 　　造成修正設計、建築実施設計、造成工事開始
　             （1・2・3工区に分割して実施）
　令和7年度 　　建設工事開始

【今後のスケジュール】
　令和8年度 　　造成工事（完成、開発完了検査）
　　　　　　　　建設工事（完成、建築確認検査後に校舎引渡し）
　令和9年度4月　開校

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

417,500 2,042,400 0 30,660

基本
構想

テーマ別目標像 1．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 1．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

分野別計画等

小学校費

福津市新設小学校基本計画

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

新設小学校建設事業
大事業 小学校校舎施設整備事業費 担当 教育部新設小学校準備室新設小学校準備係

一般会計 （款） 教育費 （項） （目） 学校建設費
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10 2 3

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

備品購入費 室内調度器具雑品購入費 1,045

使用料及び賃借料 バス借上料 1,725

使用料及び賃借料 会場使用料 66

需用費 事務用品費 181

委託料 校章デザイン委託料 330

報償費 協力者謝金 260

報償費 委員謝金 270

事業の目的・背景

　過大規模となっている福間小学校と津屋崎小学校、福間中学校の児童・生徒数を緩和し、教育環境を改善
するため、宮司地区に宮司小学校（仮称）を令和9年3月までに整備し、令和9年度以降の宮司小学校（仮
称）の卒業生の進学先を津屋崎中学校とします。
　宮司小学校（仮称）で活動する児童や教職員の学校生活を担保し、令和9年4月以降、コミュニティ・ス
クールとして学校運営を円滑に行うための準備を整えることを目的としています。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

828 3,877

①校章・校歌の策定等の開校に向けた取り組み
　新設小学校に通学することになる児童の保護者、地域の代表者、学校教職員、学識経験者で構成される
「新設小学校開校準備委員会」を6回開催し、令和7年度から継続して校章・校歌等について検討・協議し、
開校に向けた取り組みを進めます。

②児童が安心して通学するための取り組み
　慣れ親しんだ学校を離れ、新設小学校に通うことになる児童の精神的な負担を軽減し、安心して新設小学
校に通学してもらうために、児童の親睦を深めるための交流会等の取り組みを進めます。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

3,877

基本
構想

テーマ別目標像 1．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 1．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

分野別計画等

小学校費

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

新設小学校開校準備事業
大事業 小学校校舎施設整備事業費 担当 教育部新設小学校準備室新設小学校準備係

一般会計 （款） 教育費 （項） （目） 学校建設費
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2 1 5

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

委託料 企業版ふるさと納税業務委託料 2,200

事業の目的・背景

 企業版ふるさと納税は、人口減少や地域経済の縮小といった地方の課題に対し、企業の資金やノウハウを
活用しながら、官民連携で地方創生を進めるために創設された制度であり、本市おいても新たな財源を確保
する観点から、企業版ふるさとづくり寄附金の活用を図っています。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

1,000 2,200

　企業版ふるさと納税の仕組み構築から5年が経過し、全国的に取り組みが広がりつつある中、令和7年度か
ら委託業者によるマッチング支援を実施しています。令和8年度は寄附を検討する企業との接点を増やすた
め、マッチング支援を拡大し、目標額を1,000万円に設定の上、寄附額の増加を目指します。
　また、市公式ホームページ等を通じた地方創生事業のＰＲを引き続き実施し、マッチング支援業者経由で
はない寄附も獲得できるよう努めます。
　ＰＲは、これまで寄附していただいた企業をはじめ、本市に縁のある企業に対しても実施していきます。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

2,200

基本
構想

テーマ別目標像 8．まちづくり計画推進にあたっての基本的な考え方

基本方針

分野別計画等

総務管理費

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

企業版ふるさとづくり寄附金促進事業
大事業 共働のふるさとづくり寄附金事業費 担当 経営企画部経営戦略課企画係

一般会計 （款） 総務費 （項） （目） 財産管理費
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7 1 2

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

負担金・補助及び交付金 創業支援補助金 3,200

報償費 協力者謝金 46

需用費 事務用品費 4

事業の目的・背景

　福津市中小企業振興基本計画に基づき創業の促進を図ることを目的に実施するものです。
　本市の創業支援事業計画である特定創業支援等事業（福津市商工会による個別相談支援）を修了した人を
対象に、市内で創業した個人または会社に対して、創業期の経営安定化による本市での雇用の創出や地域経
済の発展を図ることを目的に「創業者支援金」を交付します。
　創業者支援金交付決定者は市商工会に加入するものとし、創業後も継続して市商工会の経営支援を受け、
経営の安定に努めるものとします。また創業者支援金交付決定者には、市、市商工会及び地域と連携して、
地域の活性化に貢献することを求めます。
　

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

3,000 3,250 3,200 0

〇令和8年度実施事業

【創業支援補助金】
　市内で創業予定もしくは創業初期段階の個人または会社に対し、創業資金のうち対象となる経費（事業所
賃料、改装費、広告費、機械設備・備品等）について補助率1/2、補助上限金額20万円を補助します。
　
【創業サロン】
　創業を目指す人や創業するかどうか悩む人と、市内で創業した人や支援機関及び専門家などとが意見・情
報を交換する創業サロンを実施し、ネットワーク形成を促進することで、創業の機運醸成を図ります。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

0 0 0 50

基本
構想

テーマ別目標像 6．地域産業：地域の産業が経済を支えるまち

基本方針 3．起業・継業促進と事業所誘致で、働く場を増やす

分野別計画等

商工費

福津市中小企業振興基本計画

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

創業支援事業
大事業 商工振興一般管理費 担当 経済産業部商工振興課商工振興係

一般会計 （款） 商工費 （項） （目） 商工振興費
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7 1 2

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

負担金・補助及び交付金 商工振興補助金 21,348

事業の目的・背景

　福津市中小企業振興基本計画に基づく施策の推進のため、中小企業支援団体である福津市商工会に対し補
助を行うものです。
　市商工会は地域の中小企業・小規模事業者に対する経営支援や販路開拓、創業支援等を担う支援機関であ
り、市の施策の推進に重要な役割を果たしています。
　本事業により市と市商工会との連携を継続・強化し、地域経済の持続的な発展を図るものです。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

17,348 21,348 11,000 0

【商工振興対策事業】
　福津市商工・観光業補助金交付金要綱（平成26年福津市告示第137号）に基づき、福津市における商工・
観光業の持続的な発展と育成を図ることを目的として、市商工会が商工業の振興のために要する経費の一部
を補助します。
　（補助対象経費）地域活性化・地域振興のため、商工会の組織機能・情報化・総合振興対策等の推進に要
する経費

【プレミアム付き商品券発行事業】
　原油価格高騰や物価上昇などの影響を受けている事業者への支援のため、商品券発行事業に必要な経費の
一部を補助します。
　
  令和7年度　販売額 7,000万円　発行額　　 8,400万円（プレミアム率20％）
  令和8年度　販売額  　 1億円　発行額　1億2,000万円（プレミアム率20％）

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

0 0 0 10,348

基本
構想

テーマ別目標像 6．地域産業：地域の産業が経済を支えるまち

基本方針 3．起業・継業促進と事業所誘致で、働く場を増やす

分野別計画等

商工費

福津市中小企業振興基本計画

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

商工会補助事業
大事業 商工振興一般管理費 担当 経済産業部商工振興課商工振興係

一般会計 （款） 商工費 （項） （目） 商工振興費

-28-



2 1 5

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

委託料 ふるさと納税包括業務委託料 48,142

役務費 通信運搬費 1,320

役務費 広告料 2,000

需用費 消耗品費 55

需用費 印刷製本費 1,221

報償費 記念品代 87,500

旅費 普通旅費 88

職員手当等 地域手当 33

共済費 雇用保険料 4

給料 会計年度任用職 401

職員手当等 通勤手当 9

事業の目的・背景

　広くふるさと寄附金を募って収入を増加させるとともに、地場産品および市の魅力を発信します。主に市
外在住の寄附者に対して、お礼の品として寄附金額の3割以内の地場産品を提供します。これにより、市税
の増加、市内経済の好循環が見込まれます。
　なお、令和5年度の大幅な制度改正により、寄附獲得が非常に困難な状況となっています。
【5年間の寄附額の推移】
令和2年度：438,224,000円　　令和3年度：581,525,022円　　令和4年度：646,733,684円
令和5年度：522,660,000円　　令和6年度：249,474,801円

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

168,441 140,773

ふるさと寄附金事務に関しては、下記のとおり行います。

・募集ＷＥＢサイトに掲載して寄附を受付
・魅力ある返礼品の拡充
・サイトの充実
・広告ＰＲ
・寄附者にお礼状・受領証明書等を発送
・市外在住寄附者に対して寄附金額の3割以内の地場産品を提供　など

寄附額については2億5千万円を想定し、制度改正の影響から回復するためにも業務委託内容を見直し、より
専門的な知見から、返礼品の拡充やサイトの充実、広告ＰＲを包括的に行います。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

140,773

基本
構想

テーマ別目標像 8．まちづくり計画推進にあたっての基本的な考え方

基本方針

分野別計画等

総務管理費

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

共働のふるさとづくり寄附金促進事業
大事業 共働のふるさとづくり寄附金事業費 担当 経済産業部商工振興課物産振興係

一般会計 （款） 総務費 （項） （目） 財産管理費
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3 2 3

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

需用費 事務用品費 20

委託料 乳児等通園支援事業委託料 14,136

共済費 雇用保険料 36

共済費 労災保険料 14

共済費 共済組合負担金 265

共済費 厚生年金保険料 379

職員手当等 勤勉手当 518

職員手当等 地域手当 207

職員手当等 時間外手当 7 備品購入費 電子計算機購入費 193

職員手当等 期末手当 586 負担金・補助及び交付金 退職手当組合負担金 310

給料 会計年度任用職 2,578 備品購入費 机購入費 108

職員手当等 通勤手当 51 備品購入費 椅子購入費 40

事業の目的・背景

　すべてのこどもの育ちを応援し、こどもの成育環境を整備するとともに、すべての子育て家庭に対して、
多様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援を強化することを目的に、「こども誰でも通園制
度」を実施します。
　同制度は国の施策によるものですが、福津市では現在、保育所の待機児童が多いことが課題です。このよ
うな状況では、私立保育所での実施が極めて難しくなっています。
　公立である大和保育所が基幹保育所として「こども誰でも通園制度」を先行実施することで、実施方法の
確立や課題発見を行い、今後同制度が福津市内の私立保育所で実施できるような道筋を作ります。
　また、市内私立保育所での年度途中からの実施及び市外施設の利用にも対応する必要があります。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

0 19,448 11,714 1,952

　保育所等を利用していない0歳6か月～満3歳未満の児童を対象に、就労要件を問わず月に一定時間(10時間
/月)以内で保育所等を利用できるようにします。
　制度実施に伴い、以下のとおり実施します。
　　・公立大和保育所での実施に係る、会計年度任用職員1名の配置と実施に必要な環境整備を行います。
　　・私立保育所での実施（広域利用含む）に対して委託料を支払います。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

0 0 540 5,242

基本
構想

テーマ別目標像 1．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 2．子育て中の親を支援する環境を充実させる

分野別計画等

児童福祉費

福津市こども計画

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

こども誰でも通園制度実施事業
大事業 特別保育事業費 担当 こども家庭部こども課子育て支援係・大和保育所

一般会計 （款） 民生費 （項） （目） 保育園費
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3 2 4

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

備品購入費 室内調度器具雑品購入費 398

備品購入費 印刷複写機類購入費 77

備品購入費 暖冷房器具購入費 1,206

備品購入費 厨房具購入費 589

備品購入費 椅子購入費 44

備品購入費 箱棚類購入費 931

工事請負費 学童保育所建築工事費 193,710 負担金・補助及び交付金 水道加入負担金 495

備品購入費 机購入費 2,409

役務費 給水装置工事設計審査手数料 3 備品購入費 教養娯楽器具購入費 80

委託料 学童保育所設計監理委託料 5,979 備品購入費 消防用品購入費 26

需用費 消耗品費 103 備品購入費 電子計算機購入費 193

需用費 管理用品費 145 備品購入費 電気通信機器購入費 193

事業の目的・背景

　令和9年4月の宮司小学校（仮称）開校に併せ、児童福祉法(昭和22年法律第164号)第34条の8の規定に基づ
き、放課後児童健全育成事業を行うため、当該学校敷地内に学童保育所を新設します。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

14,360 206,581 118,409 12,140

〇新築工事
　建物の構造　　軽量鉄骨造　2階建
　定員　　　　　定員35人×4支援単位（受入総数140人）
　延床面積　　　350.64㎡
　
〇主な想定スケジュール
　令和8年6月頃　 工事着工
　令和9年2月末　 竣工
　令和9年3月　　 備品搬入・設置
　令和9年4月1日　開所

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

19,400 50,400 0 6,232

基本
構想

テーマ別目標像 1．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 2．子育て中の親を支援する環境を充実させる

分野別計画等

児童福祉費

福津市こども計画

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

学童保育所整備事業
大事業 学童保育所管理運営費 担当 こども家庭部こども課こどもの国推進係

一般会計 （款） 民生費 （項） （目） 学童保育所費
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7 1 3

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

役務費 公有物件災害共済掛金 119

委託料 不動産鑑定委託料 465

事業の目的・背景

　本市は令和2年12月に、観光に資するための利活用を目的として、旅館業を営んでいた旧魚正の建物及び
土地を取得しました。当該建物は建築後40年以上を経過しており、市が今後継続して使用していくために
は、大規模な改修とそれに伴う事業費が必要になります。そのため、当該建物を改修して利活用することは
現実的ではないことから、建物の構造やアスベスト含有の有無、解体事業費を把握するための解体設計業務
を令和6年度に実施しました。
　解体設計業務で判明した課題等を踏まえ、改めて最適な利活用方法を検討した結果、現況の土地及び建物
を民間事業者へ条件付きで有償譲渡する事業手法を基本とし、今後の検討を進めることとしています。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

766 584 0 0

　当該物件を民間事業者へ有償譲渡して、観光振興及び地域活性化に
つながるよう、公募に向けた以下の取り組みを行います。
・専門家による不動産鑑定評価を行い、その結果を参考にして譲渡価
　格等を検討すること。
・サウンディングを行いながら「観光に資する利活用」の実現に向け
　た譲渡条件を検討すること。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

0 0 119 465

基本
構想

テーマ別目標像 7．観光振興：福津の魅力を生かした持続可能な観光のまち

基本方針 2．観光拠点を整備し、観光消費額を拡大する

分野別計画等

商工費

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

津屋崎地区観光施設整備事業
大事業 観光施設整備事業費 担当 経済産業部観光振興課観光振興係

一般会計 （款） 商工費 （項） （目） 観光費
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2 1 13

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

工事請負費 公園改修工事費 209,085

負担金・補助及び交付金 東福間駅周辺整備事業負担金 195,631

事業の目的・背景

　平成28年12月にJR東福間駅周辺の公共施設有効活用と活性化について、市議会議長宛てに請願がなされ採
択を受けており、平成30年3月策定の市都市計画マスタープランでは東福間駅周辺地域を地域拠点と位置付
けています。
　その後、地域の代表や地権者、学識経験者等で構成する「東福間駅周辺地域にぎわい再生計画策定に関す
る協議会」が、平成30年8月から「東福間駅周辺地域にぎわい再生計画」の策定を進め、令和2年3月完成、
同年4月14日に市へ提出されました。
　これを受け、当該計画の実現を目指し、令和4年度から令和8年度を事業期間とする「社会資本総合整備計
画（東福間駅周辺地区都市再生整備計画）」を策定し、整備を進めています。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

43,512 404,716 161,886 0

　令和7年度から着手している東福間口駅前広場の工事を継続するとともに、令和8年度は若木台口駅前広
場、東福間第1公園の工事に着手します。なお、東福間第1公園はインクルーシブな公園づくりを目指すこと
としています。
　社会資本整備総合交付金を確実に確保するため、福岡県と継続的に協議を行います。なお、社会資本総合
整備計画の事業期間は令和9年度まで延長し、若木台口駅前広場の整備に関しては令和8年度、9年度の2年間
で行います。
　また、事業の進捗状況について、必要に応じ関係機関・団体に情報提供するとともに、意見聴取等を併せ
て行い、円滑な実施につなげます。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

24,300 218,500 0 30

基本
構想

テーマ別目標像 4．安全安心：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 2．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

分野別計画等

総務管理費

福津市都市計画マスタープラン

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

東福間駅周辺地域団地再生事業
大事業 地方創生事業費 担当 都市整備部都市計画課都市政策係

一般会計 （款） 総務費 （項） （目） 地方創生費

若木台口駅前広場東福間第1公園
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8 4 1

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

委託料 立地適正化計画策定支援業務委託料 13,953

事業の目的・背景

　令和9年度末で計画期間が終了する「第2次福津市都市計画マスタープラン」の改訂と併せ、立地適正化計
画を策定します。同計画は、市都市計画マスタープランをより高度にした側面を持ち、将来の人口減少を見
据えた持続可能な都市経営を可能とするため、居住や都市機能の誘導によるコンパクト・プラス・ネット
ワークの形成に向けた取組を推進する計画です。
　立地適正化計画を策定することで、都市計画区域における本市のまちづくりの方針をより明確に示しま
す。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

0 13,953 6,976 0

　「第2次福津市都市計画マスタープラン」の改訂作業と並行し、立地適正化計画を令和8～9年度の2か年で
策定します。策定に際しては、集約都市形成支援事業費補助金を活用します。

　令和8年度は、下記の取り組みを行い、立地適正化計画の基本方針をとりまとめます。
・現状分析、市民アンケート調査、地区別意見交換会、災害リスク分析、都市構造の課題整理
・庁内検討委員会の立ち上げ、実施
・市都市計画審議会及び地域交通体系協議会での報告・協議

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

0 0 0 6,977

基本
構想

テーマ別目標像 4．安全安心：安全・安心・快適に住み続けられるまち

基本方針 2．暮らしやすさを実感できる生活基盤を整備する

分野別計画等

都市計画費

福津市都市計画マスタープラン

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

立地適正化計画策定事業
大事業 都市計画策定事業費 担当 都市整備部都市計画課都市政策係

一般会計 （款） 土木費 （項） （目） 都市計画総務費
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2 1 12

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

旅費 共働推進会議委員費用弁償 72

旅費 普通旅費 4

報酬 共働推進会議委員報酬 176

報償費 講師謝金 105

事業の目的・背景

　平成19年度に郷づくりの取り組みが始まり、郷づくり推進協議会を主体とする地域自治を進めてきました
が、担い手の循環が進まず、活動者の固定化・高齢化などの課題があります。
　そこで、令和4年度に再開した福津市共働推進会議で、共働推進に向けた継続的な審議を行っていきま
す。また、郷づくり地域の自主自立を後押しするため、実効性のある支援を行います。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

281 357 0 35

①共働推進会議を4回開催し、郷づくり推進のための「実行プラン」の進捗状況の確認、郷づくり推進条例
（仮称）の制定等に関する審議を行います。

②郷づくり基本構想の具体的な取り組みとして策定した「実行プラン」に基づいて、人財育成・確保や収益
事業の導入に向けた講座等を6回開催し、地域の自主自立に向けた学びや情報交換の機会を提供します。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

0 0 0 322

基本
構想

テーマ別目標像 2．地域自治：人がつながり活躍する共助と共働のまち

基本方針 2．郷づくりの担い手育成と幅広い市民参加を促進する

分野別計画等

総務管理費

福津市郷づくり基本構想

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

共働推進事業
大事業 郷づくり推進事業費 担当 市民共働部地域コミュニティ課郷づくり支援係

一般会計 （款） 総務費 （項） （目） 地域づくり費
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4 1 6

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

旅費 環境基本計画策定委員会費用弁償 60

需用費 消耗品費 28

報償費 助言者謝金 60

旅費 環境審議会委員費用弁償 20

報償費 講師謝金 70

報償費 協力者謝金 40

報酬 環境審議会委員報酬 49

報酬 環境基本計画策定委員会報酬 146

事業の目的・背景

　第2次福津市環境基本計画（生物多様性ふくつプランを含む）の計画期間は平成29年度から令和8年度の10
年間となっています。環境の保全・創造に関する基本となる施策を総合的かつ計画的に進めていくため、
「福津市環境基本条例」第8条の規定に基づき次期計画を策定し、取り組みの指針とすることで、環境の保
全・創造に取り組みます。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

12,287 473

　現計画の目標達成を実現するための進捗管理と並行しながら、第3次
福津市環境基本計画を令和7年度、令和8年度の2年間で策定します。
環境審議会を1回及び環境基本計画策定委員会を3回開催し、第2次計画
の点検・評価を行いながら第3次計画の素案を策定、パブリックコメン
トの実施を経て年度末の計画策定を目指します。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

473

基本
構想

テーマ別目標像 5．環境保全：自然・歴史・景観などの資源が守られ生かされるまち

基本方針 1．受け継がれてきた自然を守り、育てる

分野別計画等

保健衛生費

福津市環境基本計画

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

環境基本計画策定事業
大事業 環境保全事業費 担当 市民共働部うみがめ課環境づくり係

一般会計 （款） 衛生費 （項） （目） 環境保全対策費
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10 1 2

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

備品購入費 図書購入費 970

需用費 消耗品費 40

備品購入費 箱棚類購入費 140

事業の目的・背景

　市長給与の10％削減により捻出される財源を活用し、福津市の未来を担うこどもたちの成長を第一に考
え、次世代の人材育成に取り組みます。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

0 1,150

　児童・生徒向けの図書を通常の配当に加えて調達し読書環境の更なる充実に取り組みます。調達した図書
は「福津未来文庫」として、他の図書とは識別できる形で各校の図書室に設置します。

【福津未来文庫設置計画】※事業は3年間で取り組む予定です。
令和8年度 ：福間小、福間南小、津屋崎小、福間中
令和9年度 ：神興小、神興東小、新設小、津屋崎中
令和10年度：上西郷小、勝浦小、福間東中

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

1,150

基本
構想

テーマ別目標像 1．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 1．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

分野別計画等

教育総務費

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

こども未来プロジェクト（福津未来文庫事業）
大事業 事務局一般管理費 担当 教育部学校教育課学務係

一般会計 （款） 教育費 （項） （目） 事務局費

福間中学校図書室
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10 2 1

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

負担金・補助及び交付金 小学校給食費負担軽減補助金 286,000

事業の目的・背景

　保護者負担となっている学校給食費（食材費）のうち、小学校段階での負担軽減を通じた子育て支援に取
り組む自治体への支援として、令和8年4月から県を通じて配分される給食費負担軽減交付金（仮称）の創設
を受け実施する事業です。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

0 286,000 0 286,000

　福津市立小学校に在籍する児童を対象に、市から学校に対して
給食費（食材費）を補助します。

補助基準額：5月1日時点の在籍児童数×5,200円×11月

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

0 0 0 0

基本
構想

テーマ別目標像 1．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 1．子どもの権利を守り、多様な子どもの居場所や主体的な参加の機会を促進する

分野別計画等

小学校費

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

小学校給食費負担軽減事業
大事業 小学校給食事業費 担当 教育部学校教育課保健給食係

一般会計 （款） 教育費 （項） （目） 学校管理費

小学校給食
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事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

需用費 消耗品費 104

事業の目的・背景

　市長給与の10％削減により捻出される財源を活用し、福津市の未来を担うこどもたちの成長を第一に考
え、次世代の人材育成に取り組みます。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

0 104

　福津市で育ったこどもたちが、福津市に貢献する事業やイベントを創出するための場づくりや後方支援を
行います。

【プロジェクト事業推進計画】※事業は3年間で取り組む予定です。
令和8年度 ：福津市出身の高校生等によるプロジェクト実行委員会の設置及びプロジェクト内容の構想・
　　　　　　検討
令和9年度 ：プロジェクト実施の先進地訪問、実行委員の資質向上のための研修実施及びプロジェクト具
　　　　　　体案の策定
令和10年度：プロジェクトの企画及び実施

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

104

基本
構想

テーマ別目標像 1．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 3．豊かな体験を育み、社会に開かれた教育を推進する

分野別計画等

教育総務費

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

こども未来プロジェクト（TEENチャレンジプロジェクト事業）

大事業 事務局一般管理費 担当 教育部学校教育課教育指導係

一般会計 （款） 教育費 （項） （目） 事務局費
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10 1 2

事業費の内訳 (単位:千円)

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

委託料 教育総合計画等策定支援業務委託料 825

事業の目的・背景

　本計画は、福津市が目指す教育の姿を明らかにし、教育の振興のために取り組むべき施策を総合的かつ計
画的に推進するための計画であり、教育基本法（平成18年法律第120号）第17条第2項において、策定をする
ことが求められています。

事業の内容（具体的手法・手順等、達成度を測る指標がある場合はその指標。複数年度事業は全体像を記入）

4,073 825

　市の教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱となる「福津市教育大綱」について、令和7
年度に策定することとしています。「第2期福津市教育総合計画」は、平成31年度（令和元年度）から8年間
を実施期間としており、令和8年度が計画の最終年度となっています。
　そこで中学生や高校生、教職員、地域住民が参加するワークショップで出されたご意見等を踏まえた市の
教育の振興のための施策に関する基本的な計画について、教育懇話会での審議を経て、令和8年度末までに
策定します。

科目等 内容 金額 科目等 内容 金額

825

基本
構想

テーマ別目標像 1．共育：誰もが「未来の創り手」として育つまち

基本方針 3．豊かな体験を育み、社会に開かれた教育を推進する

分野別計画等

教育総務費

福津市教育総合計画

前年度
予算額

本年度
予算額

財源内訳

(単位:千円)国庫支出金 県支出金 繰入金 市債 その他特定財源 一般財源

教育総合計画策定事業
大事業 教育方針策定事業費 担当 教育部教育総務課総務企画係

一般会計 （款） 教育費 （項） （目） 事務局費
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事業実施位置図

河川災害復旧事業
（在自川）

河川災害復旧事業
（須多田川）

道路橋梁災害復旧事業
（山手線）

道路橋梁災害復旧事業
（導本下・大石線）

県営ため池整備負担事業
（奥野地区）

市営住宅災害復旧事業

河川災害復旧事業
（奴山川）
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福間小学校整備改修事業

福間南小学校整備改修事業

農村地域防災減災事業
（七股池）

県営ため池整備負担事業
（尻長下・広光地区）

津屋崎中学校整備改修事業

学童保育所整備事業

新設小学校建設事業

新設小学校道路整備事業
（三辻川5号橋）

新設小学校道路整備事業
（宮司50号線）
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道路橋梁災害復旧事業
（本木川１号橋）

河川災害復旧事業
（桜川）

東福間駅周辺地域団地再生事業
（東福間第1公園）

東福間駅周辺地域団地再生事業
（若木台口駅前広場）
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道路橋梁災害復旧事業
(本木・古賀市線)

農村地域防災減災事業
（金江池）

農村地域防災減災事業
（脇ノ田池）
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(一般会計) 単位:千円　

国県
補助金

繰入金 市債 その他 一般財源

1
子どもの権利を守り、多様な子ど
もの居場所や主体的な参加の機会
を促進する

9,909,692 4,171,441 446,700 2,376,300 194,067 2,721,184

2
子育て中の親を支援する環境を
充実させる

3,370,902 2,459,449 19,400 50,400 32,787 808,866

3
豊かな体験を育み、社会に開か
れた教育を推進する

35,623 16,096 0 0 8,988 10,539

1
郷づくりによる地域自治の推進
を支援する

152,938 0 0 0 499 152,439

2
郷づくりの担い手育成と幅広い
市民参加を促進する

17,132 35 0 0 2,546 14,551

3
さまざまな個人や団体間の共働
を推進する

62,872 80 0 0 202 62,590

1
日常の中での健康づくりの取り
組みを推進する

2,312,863 464,453 877 0 30,217 1,817,316

2
生涯学習や活躍の機会を通じた
生きがいを増進する

267,037 2,867 7,100 10,200 11,403 235,467

3
すべての人の自己決定や意思尊
重を大切にするしくみを育てる

5,052,996 3,033,298 0 0 15,744 2,003,954

1
災害に強いインフラ整備と地域
防災力を強化する

1,008,982 31,250 7,200 21,000 11,627 937,905

2
暮らしやすさを実感できる生活
基盤を整備する

1,772,222 507,056 40,600 467,400 20,973 736,193

3
社会資本の有効活用と改善の推
進体制を整備する

13,537 216 0 0 0 13,321

1
受け継がれてきた自然を守り、
育てる

62,369 6,053 345 0 34,181 21,790

2
福津の環境を受け継ぐ子孫のた
めに、地球温暖化を緩和する

4,485 0 1,243 0 3,242 0

3 快適な生活環境をつくる 1,282,385 952 4,026 0 184,976 1,092,431

4
環境を守るための地域共働のし
くみをつくる

170 0 0 0 13 157

1
農水産業分野の収益性を向上さ
せ、担い手を育てる

243,338 84,322 5,900 54,900 13,258 84,958

2
多様な産業が連携し、地産地消
を促進する

21,389 5,000 0 0 11,302 5,087

3
起業・継業促進と事業所誘致
で、働く場を増やす

63,311 14,200 0 0 38,074 11,037

1
国内外の人が何度も訪れたくな
る魅力を磨く

29,801 13,580 0 0 0 16,221

2
観光拠点を整備し、観光消費額
を拡大する

27,492 0 0 0 1,067 26,425

3
ブランドの構築や管理、販売促
進のための活動を強化する

668 0 0 0 0 668

8 7,913,587 418,883 91,318 30,300 515,091 6,857,995

33,625,791 11,229,231 624,709 3,010,500 1,130,257 17,631,094

1

共育：誰もが
「未来の創り
手」として育
つまち

基本構想7つのテーマ別事業費

テーマ別目標像 基本方針 事業費

財源内訳

2

地域自治：人
がつながり活
躍する共助と
共働のまち

3
健康：健康で
生き生きと暮
らせるまち

4

安全安心：安
全・安心・快
適に住み続け
られるまち

まちづくり計画推進にあたっての基本的な考え方

合　計

5

環境保全：自
然・歴史・景
観などの資源
が守られ生か
されるまち

6

地域産業：地
域の産業が経
済を支えるま
ち

7

観光振興：福
津の魅力を生
かした持続可
能な観光のま
ち
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